
都道府県名 市区町村名

市町村民税 11,691 1,169,285,638 486,153,378 3,755 199,389,902 113,745,148

道府県民税 11,690 1,169,275,638 324,104,141 3,755 199,389,902 75,831,297

市町村民税 225 6,935,424 389,127 2,680 172,069,441 9,828,759

道府県民税 225 6,935,424 259,419 2,045 175,010,078 6,580,013

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

左のうち、申告特例控除額
（円）

19,463,556

12,976,254

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する

寄附金に係るもの

（条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数（人） 寄附金額（円） 控除額（円）
人数（人）

寄附金額
（円）

  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

控除額
（円）

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の7
第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金）

ふるさと納税現況調査（調査表Ｂ）【回答期日：平成28年６月30日】

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。
  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。
  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。

広島県 広島市



市町村民税 949 179,937,565 48,494,432 767 133,424,160 304 12,348,712 726 34,164,693

道府県民税 945 179,779,009 32,329,254 770 133,469,160 297 12,288,712 629 34,021,137

市町村民税 15,545 1,528,228,068 544,865,696

道府県民税 14,905 1,531,000,149 363,272,827

件　

本市におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況は、寄附者数が前年比約１．４倍、税額控除額は市民税・県民税を併せて約.
３．８倍となっており、目に見えた税収減となっているうえ、ワンストップ特例制度の導入に係る事務費の増加など、住民サービスを行
うべき市区町村からすると負担が増えるばかりである。本来の寄附金の趣旨から、災害義援金などのいわゆる見返りを求めない寄附につ
いては現状維持とし、返礼品がある寄附金については所得割額からの控除割合を現行の半分に減じるなどの見直しが必要ではないかと考
える。

9,665

制度自体が判りづらい。寄附をした市町村での説明が不十分である。

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びているとこ
ろです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏まえ、今
後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してください。

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務者）
から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

ふるさと納税ワンストップ特例制度は、寄附を受け入れる際に寄附者から申請を受けるものであるが、寄附受入課が税務担当課ではない
場合が多かったためか、ワンストップ特例制度についての周知がなされてなく、寄附者からの申告特例申請書の提出なしで特例制度を適
用して、申告特例通知書を送付したり、申告特例通知書の規程様式を使用しないなど、申告特例通知書を受け取った時点でのトラブルが
多かった。
寄附者本人も制度がよくわからないまま申請をしている場合も多く、その後に確定申告を行っているパターンが多かった。

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの

寄附金額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

【以上】

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストップ
特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

左の内訳

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について記
入してください。

＜Ⅲ．その他＞

区分

合計



都道府県名 市区町村名

市町村民税 1,326 96,752,282 43,461,201 411 22,082,500 12,603,119

道府県民税 1,326 96,752,282 28,974,431 411 22,082,500 8,402,227

市町村民税 56 73,641,900 1,710,871 121 13,390,000 733,807

道府県民税 56 73,641,900 1,140,581 226 20,232,935 754,523

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条
の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する

寄附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

2,118,702

1,412,542

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査表Ｂ）【回答期日：平成28年６月30日】

広島県 呉市

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。



市町村民税 78 12,636,190 3,163,417 55 10,038,390 45 1,875,200 26 722,600

道府県民税 84 15,123,280 2,207,680 54 10,018,390 52 1,880,700 66 3,224,190

市町村民税 1,581 196,420,372 49,069,296

道府県民税 1,692 205,750,397 33,077,215

件　

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

　ふるさと納税に係る寄附金額の上限額がいくらになるかの問い合わせが多数あり，わかりづらいとの
意見があった。

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びているとこ
ろです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏まえ、
今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してください。

なし

なし

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

411

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

寄附金額
（円）

控除額
（円）

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの
左の内訳

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

寄附金額
（円）

人数
（人）

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

人数
（人）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）



都道府県名 市区町村名

市町村民税 100 6,532,500 3,010,380 32 1,415,000 806,500

道府県民税 100 6,532,500 2,006,978 32 1,415,000 537,717

市町村民税 14 1,191,532 69,812 29 3,114,000 183,360

道府県民税 14 1,191,532 46,542 26 2,109,000 82,280

  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査表Ｂ）【回答期日：平成28年６月30日】

広島県 竹原市

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

122,754

81,880

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）



市町村民税 4 120,000 33,097 4 80,000 0 0 2 40,000

道府県民税 4 140,000 22,865 4 80,000 0 0 4 60,000

市町村民税 147 10,958,032 3,296,649

道府県民税 144 9,973,032 2,158,665

件　

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

ふるさと納税ワンストップ特例制度の趣旨や手続きが住民に十分理解されていないため，特例申請書を
提出しながらも，寄付金控除の記載のない確定申告書を提出される事例が見受けられ，控除額や申告勧
奨をどのようにすべきか判断に苦慮した。今後は，地方税法附則第７条第６項の各号に規定されている
市町村長が講ずる必要な措置について，住民税控除額や申告勧奨等について市町村間で差が出ないよう
な統一的な取扱いを進める必要があると思われる。

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

32

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの
左の内訳

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。
●ふるさと納税ワンストップ特例申請書を提出したが，寄付金控除の記載のない確定申告を行なった住民
に更正の確定申告を行なうよう申告勧奨した。住民からふるさと納税ワンストップ特例制度を全く分から
ないままに利用してしまい，連絡してもらう手数を掛け申し訳ないと言われた。●本市ホームページには
控除額計算シュミレーションを掲載していないため，総務省/ふるさと納税ポータルサイトの閲覧を案内
した住民から，市ホームページにも記載すべきとの要望があった。

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。
ふるさと納税ワンストップ特例制度等について住民の理解が不十分と思われるため，総務省のふるさと納税ポータルの一層の充実や制度ＰＲが必要。
また，所得税は寄付を行なった年の納税額から軽減を受けるが，住民税は翌年分の納税額から軽減を受けるため寄付を行なう時点と控除を受ける時
点が時間的に離れており，住民には，控除の実態が理解しづらい制度となっている。ふるさと納税の実績額が伸びていることをふまえ市町村は，納
税額の実績や寄付金活用実績などを積極的に情報公開する取組みが益々必要。ふるさと納税に対するお礼の品物により，自治体間の過当競争が起っ
ており，再度ふるさと納税の趣旨の理解を求める啓発が必要と考える。



都道府県名 市区町村名

市町村民税 490 35,292,405 15,557,973 145 6,365,005 3,611,073

道府県民税 490 35,292,405 10,372,093 145 6,365,005 2,407,442

市町村民税 20 182,032 8,522 43 9,418,600 230,315

道府県民税 20 182,032 5,682 65 31,035,600 1,016,464

  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査表Ｂ）【回答期日：平成28年６月30日】

広島県 三原市

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

512,730

341,857

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）



市町村民税 25 10,532,870 694,998 18 1,591,230 19 312,640 9 8,629,000

道府県民税 24 10,612,270 466,589 18 1,591,230 18 311,640 12 8,709,400

市町村民税 578 55,425,907 16,491,808

道府県民税 599 77,122,307 11,860,828

件　

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

 今年度からの事務という事も有り混乱すると思ったが，スムーズに行えた。

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

145

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの
左の内訳

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

 特に寄せられた要望は無い。不適用通知も1件しかなかったので，制度については，住民に周知されて
いると思われる。

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。

 住民にとっては，ふるさと納税をすれば，得をするといったイメージが先行し過ぎて，本来の寄付をするといった気持ちが希薄に
なっていると感じる。また今後ふるさと納税がさらに一般化すれば，いくらまで寄付したら最も得になるかという，税の賦課とは馴染
まない問い合わせが殺到し，事務が滞る可能性がある。



都道府県名 市区町村名

市町村民税 709 66,526,212 27,880,202 211 9,326,000 5,314,394

道府県民税 709 66,526,212 18,586,929 211 9,326,000 3,542,999

市町村民税 40 548,000 28,080 60 2,742,231 157,335

道府県民税 40 548,000 18,720 87 3,623,531 129,743

  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査表Ｂ）【回答期日：平成28年６月30日】

広島県 尾道市

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

853,447

568,995

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）



市町村民税 39 8,101,088 2,160,092 36 5,589,000 23 267,500 13 2,244,588

道府県民税 39 8,764,424 1,466,599 36 5,589,000 23 267,500 22 2,907,924

市町村民税 848 77,917,531 30,225,709

道府県民税 875 79,462,167 20,201,991

件　

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

　ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設に伴い、申告特例通知書の受領に伴う事務処理及び特例制
度の適用要件から外れた方に対する不適用通知書の送付等、課税事務が煩雑になった。

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

479

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの
左の内訳

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

　ワンストップ特例申請を行ったうえで、ふるさと納税寄附金以外の控除を申告されているケースが散
見された。その対象者にワンストップ特例制度の不適用通知書を送付したところ、申告特例申請書を提
出すれば寄附金控除が受けられると思っていたというご意見をいただいた。さらなる制度周知の徹底が
必要だと痛感した。

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。

　尾道市においても、ふるさと納税に係る寄附金税額控除については年々増加している。平成27年度税制改正におい
て、地方団体に対する寄附金に係る個人住民税の寄附金税額控除の拡充等が行われたことも増加の一因であると思われ
るが、返礼品（特産品）の送付等についての大々的な周知も増加の一因であると考える。企業版ふるさと納税のよう
に、地方公共団体が行う一定の地方創生事業に対する企業の寄附について税額控除の優遇措置が受けられる制度のよう
な、ふるさと納税制度の本来の趣旨を踏まえた制度運用となるよう切に希望する。



都道府県名 市区町村名

市町村民税 3,399 654,564,087 135,505,702 1,028 49,597,100 27,946,807

道府県民税 3,399 654,564,087 90,337,820 1,028 49,597,100 18,631,521

市町村民税 101 3,106,247 174,257 400 73,114,630 3,532,183

道府県民税 101 3,106,247 116,172 487 93,347,380 2,697,739

  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査表Ｂ）【回答期日：平成28年６月30日】

広島県 福山市

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。

　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

4,462,461

2,975,090

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）



市町村民税 173 20,844,003 5,695,059 104 16,311,203 116 2,208,800 104 2,324,000

道府県民税 173 21,507,003 3,823,241 104 16,311,203 116 2,208,800 137 2,987,000

市町村民税 4,073 751,628,967 144,907,201

道府県民税 4,160 772,524,717 96,974,972

件　

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

市町村によって，特例申請書の様式が違っていたり，また，訂正分や１人につき複数の申請書が送付さ
れてきたため精査することに時間を要した。また，住所変更や申告等により申告特例が無効になった人
への説明に苦慮した。制度のしくみについて，さらに周知するとともに，寄附をした段階で寄附先から
も説明をしていくことが必要であると思う。

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

2,460

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの
左の内訳

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

・寄附金税額控除額の計算方法がわかりにくい。
・限度額の上限となる寄附金額を教えてほしい。
・確定申告するときどうしたらいいかよくわからない。
・申告特例が無効になった場合どうしたらいいかわからない

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びているとこ
ろです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏まえ、
今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してください。

・ふるさと納税については，世間での認知度も高まり全国で運用されるようになり税額控除についても
飛躍的に伸びているところです。しかしながら，返礼品の存在が大きく影響しており，寄附先のその恩
恵を受けている自治体とそうでない自治体の格差が生じています。これからこの制度を継続していくう
えで，自治体間のバランスを保っていくこと，また地方財政難を改善する制度の構造改革が必要である
と考えます。



都道府県名 市区町村名

市町村民税 149 9,948,623 4,303,375 34 1,372,000 772,144

道府県民税 149 9,948,623 2,868,948 34 1,372,000 514,774

市町村民税 17 246,000 12,720 30 2,102,679 116,350

道府県民税 17 246,000 8,480 45 2,420,679 89,087

  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査表Ｂ）【回答期日：平成28年６月30日】

広島県 府中市

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

131,199

87,471

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）



市町村民税 5 1,509,500 512,173 2 1,422,000 4 35,500 1 52,000

道府県民税 5 1,562,500 343,509 2 1,422,000 4 35,500 4 105,000

市町村民税 201 13,806,802 4,944,618

道府県民税 216 14,177,802 3,310,024

件　

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

　当市に1月1日時点で住民登録されている特例申請者（以下「申請者」という。）について、寄附先自
治体から当市に特例申請通知書が提出された。この申請者は、結果的に地方税法第２９４条第３項の規
定により他市課税されることとなったが、申請者への特例無効通知は294-3通知の受領を待たなくては
発出できないと解しており、迅速な対応が出来なかった。

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

108

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの
左の内訳

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

　制度内容自体への問い合わせ多数。

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。

　実績額が伸びていることについて、賦課事務の労力が極端に増加したとは感じていない。
　しかし、当市が収納するふるさと納税寄附金額に対する寄附金税額控除額や返戻品にかかる経費の割
合がどの程度なのか？結果として当市財政に悪影響を与えないか？など危惧しているところではある。



都道府県名 市区町村名

市町村民税 236 17,543,501 7,451,069 67 2,493,000 1,376,648

道府県民税 236 17,543,501 4,967,430 67 2,493,000 917,790

市町村民税 26 632,000 34,800 0 0 0

道府県民税 26 632,000 23,200 63 3,633,000 140,280

  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査表Ｂ）【回答期日：平成28年６月30日】

広島県 三次市

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

176,362

117,588

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）



市町村民税 9 474,000 166,304 7 420,000 5 54,000 0 0

道府県民税 9 650,000 117,910 7 420,000 5 54,000 6 176,000

市町村民税 271 18,649,501 7,652,173

道府県民税 334 22,458,501 5,248,820

件　

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

特にありません。

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。
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３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの
左の内訳

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。

特にありません。



都道府県名 市区町村名

市町村民税 75 4,785,500 2,061,464 16 550,000 301,744

道府県民税 75 4,785,500 1,374,330 16 550,000 201,168

市町村民税 0 0 0 14 333,500 18,420

道府県民税 0 0 0 182 9,848,000 351,420

  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査表Ｂ）【回答期日：平成28年６月30日】

広島県 庄原市

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

34,311

22,877

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

mailto:zeimu-shiminzei@city.shobara.lg.jp


市町村民税 6 808,000 292,186 5 778,000 1 30,000 0 0

道府県民税 6 1,079,000 205,631 5 778,000 1 30,000 6 271,000

市町村民税 95 5,927,000 2,372,070

道府県民税 263 15,712,500 1,931,381

件　

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

45

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの
左の内訳

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。



都道府県名 市区町村名

市町村民税 164 20,208,100 8,162,364 63 3,071,000 1,749,900

道府県民税 164 20,208,100 5,441,617 63 3,071,000 1,166,626

市町村民税 9 58,706 2,443 0 0 0

道府県民税 9 58,706 1,629 26 1,734,000 67,280

248,411

165,619

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査表Ｂ）【回答期日：平成28年６月30日】

広島県 大竹市

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。



市町村民税 12 1,074,000 382,247 10 913,000 10 161,000 0 0

道府県民税 13 1,007,500 252,093 10 913,000 11 62,500 6 32,000

市町村民税 185 21,340,806 8,547,054

道府県民税 212 23,008,306 5,762,619

件　

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。
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３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの
左の内訳

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）



都道府県名 市区町村名

市町村民税 1,279 129,095,297 51,049,842 430 21,685,100 12,302,228

道府県民税 1,279 129,095,297 34,033,489 430 21,685,100 8,201,623

市町村民税 41 433,201 21,073 119 14,297,435 795,895

道府県民税 41 433,201 14,049 149 15,158,835 580,088

1,968,278

1,312,252

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条
の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する

寄附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査表Ｂ）【回答期日：平成28年６月30日】

広島県 東広島市

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。



市町村民税 40 10,847,500 2,856,533 35 7,344,000 17 380,500 18 3,123,000

道府県民税 41 11,023,500 1,911,321 35 7,344,000 18 382,500 29 3,297,000

市町村民税 1,479 154,673,433 54,723,343

道府県民税 1,510 155,710,833 36,538,947

件　

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

確定申告をした場合は、ワンストップ特例が不適用になることを知らない納税者から、周知不足ではな
いかという意見が多数よせられた。　税務署での確定申告受付時や寄附金の受付時に控除を受ける場合
の手続きについて周知徹底するよう指導していただきたい。

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びているとこ
ろです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏まえ、
今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してください。

特例通知があった者については、申告特例が適用できるかどうかの判断が必要になっており、課税処理が非常に煩雑に
なった。また、課税決定後、特例不適用になった者については、その旨を個別にお知らせするなどの独自の処置をとって
いるが、その事務処理や対象者への対応に相当な時間を費やすようになった。今後は、課税処理が簡素化されるような仕
組みを検討していただきたい。

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

1,106

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの
左の内訳

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）



都道府県名 市区町村名

市町村民税 861 65,606,509 28,701,418 258 12,239,000 6,943,039

道府県民税 861 65,606,509 19,134,454 258 12,239,000 4,628,774

市町村民税 50 1,982,000 112,920 4 73,000 3,750

道府県民税 50 1,982,000 75,280 0 0 0

  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査表Ｂ）【回答期日：平成28年６月30日】

広島県 廿日市市

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

1,116,175

744,156

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）



市町村民税 98 10,841,819 1,335,365 29 2,220,800 30 221,650 70 8,399,369

道府県民税 98 11,375,501 911,597 29 2,220,800 30 221,650 81 8,933,051

市町村民税 1,013 78,503,328 30,153,453

道府県民税 1,009 78,964,010 20,121,331

件　

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

今後、ワンストップ特例制度を利用される方が増えていくことが考えられ、紙ベースとは別に、
マイナンバーを活用したＣＳＶフォーマット等での電子データによる通知の仕組みができると
処理の正確性、迅速性が向上するかと考えます。

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

680

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの
左の内訳

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

特にありません。

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。

特にありません。



都道府県名 市区町村名

市町村民税 80 4,068,173 1,914,075 28 1,030,000 582,788

道府県民税 80 4,068,173 1,276,066 28 1,030,000 388,535

市町村民税 12 167,809 8,629 0 0 0

道府県民税 12 167,809 5,753 86 2,110,000 77,520

  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査表Ｂ）【回答期日：平成28年６月30日】

広島県 安芸高田市

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

83,850

55,904

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

mailto:zeimu@city.akitakata.lg.jp


市町村民税 5 240,000 84,234 5 240,000 0 0 0 0

道府県民税 5 342,000 60,236 5 240,000 0 0 5 102,000

市町村民税 97 4,475,982 2,006,938

道府県民税 183 6,687,982 1,419,575

件　

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

62

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの
左の内訳

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。



都道府県名 市区町村名

市町村民税 62 2,824,000 1,286,471 22 868,000 491,136

道府県民税 62 2,824,000 857,659 22 868,000 327,431

市町村民税 9 653,500 38,220 15 1,803,550 0

道府県民税 9 653,500 25,480 15 1,803,550 70,942

  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査表Ｂ）【回答期日：平成28年６月30日】

広島県 江田島市

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

66,628

44,421

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

mailto:zeimu@city.etajima.lg.jp


市町村民税 5 1,318,000 278,615 4 710,000 3 581,000 3 27,000

道府県民税 5 1,318,000 186,224 4 710,000 3 581,000 3 27,000

市町村民税 91 6,599,050 1,603,306

道府県民税 91 6,599,050 1,140,305

件　

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

申告をすることによって，ワンストップ特例制度が不適用になることの周知があまりされていないの
で，周知の工夫が必要と感じる。

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

50

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの
左の内訳

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。



都道府県名 市区町村名

市町村民税 544 49,827,266 21,428,368 182 9,334,321 5,364,716

道府県民税 544 49,827,266 14,285,691 182 9,334,321 3,576,538

市町村民税 57 1,196,250 55,770 0 0 0

道府県民税 57 1,196,250 37,180 55 3,022,937 115,998

  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査表Ｂ）【回答期日：平成28年６月30日】

広島県 府中町

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。

　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。

  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。

  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

876,164

584,136

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

mailto:zeimu@town.hiroshima-fuchu.lg.jp


市町村民税 45 4,117,600 1,230,228 37 3,698,500 39 362,100 19 57,000

道府県民税 45 5,634,700 880,517 37 3,698,500 39 362,100 19 1,574,100

市町村民税 646 55,141,116 22,714,366

道府県民税 701 59,681,153 15,319,386

件　

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

特例申請を住所地に提出する者がおり、制度の周知が不十分。

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

182

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの
左の内訳

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

ふるさと納税した場合、住所地にはどのような申請をすればよいか。
いくらまでなら、上限２０００円に抑えられるか。

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。

ワンストップ特例制度の開始により、事務量が増えるとともに、計算が煩雑になった。
特産品が強い自治体にばかり金が集まり、そうでない自治体は金が出ていくばかりである。そういった
自治体は税収が減っていくばかりである。寄附金に対する特産品を見直す必要を感じる。



都道府県名 市区町村名

市町村民税 250 33,632,000 8,430,462 72 2,975,000 1,672,097

道府県民税 250 33,632,000 5,620,325 72 2,975,000 1,114,748

市町村民税 8 129,000 6,780 1 57,000 3,300

道府県民税 8 129,000 4,520 15 1,443,734 56,550

  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査表Ｂ）【回答期日：平成28年６月30日】

広島県 海田町

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。

　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

232,421

154,964

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

mailto:zeimu@town.kaita.lg.jp


市町村民税 9 869,000 359,580 9 864,000 2 5,000 0 0

道府県民税 9 2,142,420 290,657 9 864,000 2 5,000 7 1,273,420

市町村民税 268 34,687,000 8,800,122

道府県民税 282 37,347,154 5,972,052

件　

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

192

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの
左の内訳

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。



都道府県名 市区町村名

市町村民税 92 4,267,000 2,049,227 24 1,064,000 608,294

道府県民税 92 4,267,000 1,366,171 24 1,064,000 405,538

市町村民税 14 103,000 3,480

道府県民税 14 103,000 2,320 24 351,000 11,600

  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査表Ｂ）【回答期日：平成28年６月30日】

広島県 熊野町

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

89,432

59,625

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

mailto:zeimu@town.kumano.hiroshima.jp


市町村民税 18 404,400 131,315 5 340,500 18 63,900

道府県民税 18 499,400 90,504 5 340,500 18 63,900 15 95,000

市町村民税 124 4,774,400 2,184,022

道府県民税 148 5,220,400 1,470,595

件　

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

特になし

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

73

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの
左の内訳

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

特になし

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。

特になし



都道府県名 市区町村名

市町村民税 72 2,760,000 1,537,731 23 756,000 374,305

道府県民税 72 2,760,000 1,025,168 23 756,000 249,543

市町村民税 3 28,000 1,320 1 1,040,000 480

道府県民税 3 28,000 880 1 1,040,000 41,920

  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査表Ｂ）【回答期日：平成28年６月30日】

広島県 坂町

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

51,720

34,480

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

mailto:zeimu@town.saka.lg.jp


市町村民税 0 0 0 0 0 0 0 0 0

道府県民税 0 0 0 0 0 0 0 0 0

市町村民税 76 3,828,000 1,539,531

道府県民税 76 3,828,000 1,067,968

件　

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

65

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの
左の内訳

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

特例制度を受けていても確定申告が必要となるケースについて、知らなかったという意見があった。

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。



都道府県名 市区町村名

市町村民税 21 1,237,000 458,130 10 240,000 132,000

道府県民税 21 1,237,000 305,500 10 240,000 88,000

市町村民税 7 150,000 20,760 0 0 0

道府県民税 7 150,000 14,440 0 0 0

  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査表Ｂ）【回答期日：平成28年６月30日】

広島県 安芸太田町

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

9,720

6,480

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）



市町村民税 0 0 0 0 0 0 0 0 0

道府県民税 0 0 0 0 0 0 0 0 0

市町村民税 28 1,387,000 478,890

道府県民税 28 1,387,000 319,940

件　

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

特になし

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。
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３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの
左の内訳

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

特になし

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。

住民税の取り合いになっている状況がよいのかどうか。地元産品をお礼の品として送っているが、経済
効果（雇用の拡大や賃上げ、法人税・個人事業税・消費税等の増収）がどれだけあがるのか疑問であ
る。



都道府県名 市区町村名

市町村民税 61 2,647,000 1,160,399 24 429,000 219,691

道府県民税 61 2,647,000 791,612 24 429,000 146,469

市町村民税 13 925,975 61,061 208 9,237,340 973,836

道府県民税 13 925,675 40,707 207 9,227,340 648,905

  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査表Ｂ）【回答期日：平成28年６月30日】

広島県 北広島町

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

24,457

16,307

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

mailto:zeimuka@town.kitahiroshima.lg.jp


市町村民税 13 2,134,000 486,555 8 1,074,000 5 334,000 8 726,000

道府県民税 13 2,134,000 324,371 8 1,074,000 5 334,000 8 726,000

市町村民税 295 14,944,315 2,681,851

道府県民税 294 14,934,015 1,805,595

件　

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

特になし

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。
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３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの
左の内訳

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

特になし

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。

特になし



都道府県名 市区町村名

市町村民税 18 1,200,400 597,842 4 345,000 202,204

道府県民税 18 1,200,400 398,565 4 345,000 134,804

市町村民税 5 72,500 3,750 8 1,440,000 38,357

道府県民税 5 72,500 2,500 9 1,444,000 25,651

  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査表Ｂ）【回答期日：平成28年６月30日】

広島県 大崎上島町

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

40,978

27,319

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

mailto:zeimu01@town.osakikamijima.hiroshima.jp


市町村民税 2 57,000 3,180 0 0 2 42,000 1 15,000

道府県民税 2 55,000 2,040 0 0 2 42,000 2 13,000

市町村民税 33 2,769,900 643,129

道府県民税 34 2,771,900 428,756

件　

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

なし

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。
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３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの
左の内訳

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

なし

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。



都道府県名 市区町村名

市町村民税 68 5,776,000 2,385,018 7 625,000 361,853

道府県民税 68 5,776,000 1,590,025 7 625,000 241,237

市町村民税 7 83,400 4,164 22 8,117,927 484,436

道府県民税 7 83,400 2,776 33 9,581,427 380,618

98,992

65,994

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査表Ｂ）【回答期日：平成28年６月30日】

広島県 世羅町

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。



市町村民税 10 2,100,680 595,386 9 1,805,680 2 260,000 2 35,000

道府県民税 10 2,334,180 406,266 9 1,805,680 2 260,000 9 268,500

市町村民税 107 16,078,007 3,469,004

道府県民税 118 17,775,007 2,379,685

件　

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

ふるさと納税は寄付をした住民が居住する自治体の税収が減る制度であるが，ワンストップ特例制度が適用された場
合，所得税控除分が住民税から控除されることにより，さらに自治体の税収が減るのは理解できないので，自分は寄付
をしてもふるさと納税の申告をしない、との意見があった。

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。

都市部への住民税納税の一極集中を避ける目的で始まった制度だと理解しているが、節税対策や返礼品目的で当町のよ
うな小規模の自治体の住民もふるさと納税をする例が多く、また自治体の過剰な返礼品競争もあり、当初の目的とかけ
離れてしまっている部分があるように思われる。納税者の節税対策は悪いことではなく、ふるさと納税の仕組み自体は
よいものだと思っているので、小規模の自治体の住民税が減少しないような措置をぜひ検討していただきたい。

・所得税控除部分を住民税から控除するのならば、その減収部分を国から補てんしてほしい。
・特例制度により納税者が住む自治体の税収が減ることを周知してほしい。

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。
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３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの
左の内訳

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）



都道府県名 市区町村名

市町村民税 20 804,000 360,930 3 159,000 151,726

道府県民税 20 804,000 240,630 3 159,000 151,726

市町村民税 5 54,000 2,640 27 57,800 3,180

道府県民税 5 54,000 1,760 27 578,200 21,280

25,809

25,809

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査表Ｂ）【回答期日：平成28年６月30日】

広島県 神石高原町

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。

mailto:jk-jyumin@town.jinsekikogen.hiroshima.jp


市町村民税 1 20,000 9,697 1 20,000 0 0 0 0

道府県民税 1 10,000 6,866 0 0 0 0 1 10,000

市町村民税 53 935,800 376,447

道府県民税 53 1,446,200 270,536

件　

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

自分がどれだけ控除を受けて，どれだけ還付や減額になるかの問い合わせがとても多かった。

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。

ワンストップ特例については，確定申告が減るだけで町税申告には何もメリットはない。

申告特例通知書が届いたにもかかわらず，確定申告（寄附金控除無し）があがり無効になってしまう人
が半数あり，初年度であるため連絡するなど個別対応を要した。
年末，寄附金控除の控除額の問い合わせが多く対応に追われた。（簡単に算出できないため）

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。
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３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの
左の内訳

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）
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